
　
小規模社会基盤整備における

住民参加型プロジェクトのマネジメント
－コミュニティのソーシャル・
キャピタルに着目して－
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は じ め に

　「参加型」を標榜する政府開発援助事業がここ数年，多くなってきた。本稿の目

的は「参加型」で整備する小規模社会基盤整備事業において，住民のオーナーシッ

プや技術力，組織力，運営力の強化を効果的に行いながら「実施」する方法につい
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て，プロジェクト・マネジメントとソーシャル・キャピタルの理論を軸にその活用

方法と問題点を考察することにある。

　開発援助にかかわらず，すべてのプロジェクトは計画，実施，評価のプロジェク

ト・ライフ・サイクルと呼ばれるプロセスで構成されている。計画段階においては

経済指標，効果，裨益者数等々，様々な要素を定量的データに基づいて予測を行い，

それを重要な要素として計画の中に盛り込んでいく。プロジェクトの実施段階では，

特に住民と協働で事業を展開していく場合，関係者の「人間性」によって大きくそ

の進捗が左右される。それは決して定量的なデータに基づいたものではなく，その

地域の慣習や人々のネットワーク，また，一人一人の感情といった把握しづらい要

素が無視できない存在となる。これは事業を展開していくと誰もが経験することだ

が，ほとんどの場合，それぞれ個人の経験に則ってそれらの難問を解決しながら事

業を進めていく。このような定量的に把握できない要素も含め，プロジェクトを効

果的に進めるための要素を体系化したのが「プロジェクト・マネジメント」と呼ば

れる知識体系である。このプロジェクト・マネジメント知識体系（�����）は，

１９４０年代からの米国の軍事・宇宙開発において国防省を中心として研究され，実践

されてきた背景をもつことから，当初はプラント建設や大型事業への適応が多かっ

たが，現在では��や金融部門，更には行政サービスといった分野まで幅広く応用さ

れ活用されている。本稿ではこれを住民参加型事業に応用することを試みる。

　本稿ではまず，���大綱の改正により社会基盤整備の位置づけが変化したことに

より住民参加の重要性が増したことを示す。次に住民参加型計画手法のひとつであ

るプロジェクト・サイクル・マネジメント（���）と�����の融合を図るが，こ

こではすでに���に�����の概念を取り入れた�����の問題点を提起する。最後

に，�����を踏まえつつ住民参加型事業に応用する際の拠り所を「ソーシャル・

キャピタル」に求め，その視点を住民参加型事業のプロジェクト・マネジメントに

取り入れることを目指す。

社会基盤整備・政府開発援助・参加の関係

政府開発援助における社会基盤整備の動向

　９２年に閣議決定された大綱（旧大綱）では，その重要性をふたつに分け，水供給，

教育，衛生等々，ベーシック・ヒューマン・ニーズを充足させるものとして位置づ

けた「社会インフラ」，運輸，エネルギー，通信といった開発を進める上で必要な

「経済インフラ」を挙げ，これらインフラ整備は開発途上国の発展に大きく寄与す

るとの位置づけだった（外務省��１９９２�）。それから１０年後，２００３年に改正された政府

開発援助大綱（新大綱）において，それまで重点項目に置かれていた「インフラス

トラクチャー整備」の文言が消えた（外務省��２００３�）。政府開発援助において社会

基盤整備の重要性は縮小したのだろうか。

　���大綱が見直された背景としては，大きく分けて二つの理由がある。ひとつは，

国内における���に対する批判が大きくなってきたためである。１９７８年以降，我
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が国の���は量的拡大を続け，１９８９年に米国を抜いて初めて世界最大の援助国に

なった。その後，１９９０年を除き，２０００年にいたるまでその地位は維持してきた。し

かし経済不況による国民生活の低迷に「なぜ���に大量の税金をつぎ込むのか」と

いう批判が大きくなり，���に対する透明性，効率性が求められるようになった。

このような批判は，国内の公共事業に対するものと相通じるものがあり，国政全般

に向けられたひとつの流れでもある。もうひとつの理由は，２０００年９月に国連ミレ

ニアムサミットで採択されたミレニアム開発目標（����）である。２０１５年までに

国際社会が達成すべき８つの目標と１８のターゲット（具体的施策），およびそれを

定量的に示した４８の指標を掲げた。更にその後２００１年９月に米国同時多発テロが発

生したが，これも貧困問題が背景にあると指摘されている。

　そのような経緯から，新大綱の重点項目には������１に示すように「貧困削減」が

トップに現れ，それに伴い政府開発援助における社会基盤整備の役割は変化した。

この点は国土交通白書にも示されている。「１１年ぶりに改定（閣議決定）された「政

府開発援助大綱（���大綱）」にも示されているように，開発途上国の発展には，

経済開発の基礎となる経済社会基盤の整備をはじめ，計画・政策策定や管理・運営

を担う人材の育成が不可欠である（国土交通省��２００４）。」新大綱においては社会基

��小川：小規模社会基盤整備における住民参加型プロジェクト

新���大綱旧���大綱

重点課題
�貧困削減
�持続的成長
�地球的規模の問題への取り組み
�平和の構築

重点事項
����中心の支援
�人づくり及び研究協力等の努力
�インフラストラクチャー整備
�地球的規模の問題への取り組み
�構造調整等

�����１��新旧���大綱の重点項目の変化。
　　　（出所：外務省�����及び�����より作成）
　　　（�������	
���
�������

���������������������	
���	��

���	������）

極度の貧困と飢餓の撲滅ゴール１

初等教育の完全普及の達成ゴール２

ジェンダー平等推進と女性の地位向上ゴール３

乳幼児死亡率の削減ゴール４

妊産婦の健康の改善ゴール５

���／エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延の防止ゴール６

環境の持続可能性確保ゴール７

開発のためのグローバルなパートナーシップの推進ゴール８

�����２������の８つのゴール。
　　　（出所：外務省ミレニアム開発目標ホームページより作成）
　　　（��������	
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盤整備がグッドガバナンスを支援するために必要であると基本方針で述べられてい

る（外務省��２００３�）。新大綱での社会基盤整備に対する位置づけは，あくまでも目

的達成のためのひとつの手段になったのだ。この変化は政府開発援助の理念自体が

ひとつステップアップしたことになる。これは多額の税金がつぎ込まれた���によ

る社会基盤整備が最貧国の生活水準が向上は必ずしもつながっていないのではない

かという国内世論に対するひとつの答えでもある。現在，社会基盤整備は効率性の

みならずその効果が問題とされるようになったのである。

社会基盤整備と住民参加

　効果的かつ効率的に社会基盤を整備する方法とはどういうことだろうか。ここで

いう「効果的・効率的」とは，社会基盤整備自体が安く短期間で完成するというこ

とではない。ある目的を達成するためインフラを整備するとすると，その目的を効

果的・効率的に達成するためにインフラをどのように位置づけ，整備するかという

ことである。これをチャンバースは「モノ中心の開発」と「人間中心の開発」とい

う概念に整理し，開発の成果はインフラストラクチャーの整備ではなく，それに

よって生じた「能力構築」であり，それは「参加」によって達成できるとしている

（斉藤��２００２）。「参加型開発」はその「人間中心の開発」を行うためのひとつの理

論として援助の現場で実践されている。

　１９６０年代，社会基盤を整備することで産業発展につながり，その効果はいずれ社

会全体に行き渡るというトリクルダウンの考え方が主流だった。この考え方は，基

本的に途上国に対し近代化を促すことであり，近代化を果たした先進国が「お手本」

となって途上国の開発を導くという「トップダウン」のアプローチである。それは

経済成長を遂げる途上国が出現するなど一定の成果を挙げる結果となったが，一方

で公害問題や貧富の格差の拡大といった問題を招いた。そして特権階級をのぞいて

貧困問題は解決できずにいた（佐藤��２００３）。この状況から，経済規模を拡大するだ

けでは，開発における諸問題を解決できないことを認識し，別のアプローチを模索

することになる。それは先進国が途上国の人々の「お手本」となることではなく，

それぞれの途上国にあった形で開発を行う方法であり，開発の主体は途上国となっ

た。それは「国」というひとくくりの視点ではなく，地域，コミュニティ，更には

個人一人一人へと開発の対象が移動し，個人一人一人の能力が向上することで地域，

更には国が発展するという考え方が出てきた。これが「ボトムアップ」のアプロー

チである。開発の主体が住民一人一人であるため，開発プロセスに参加する必要が

生じる。あらかじめ計画された青写真でその地域を開発するのではなく，住民の参

加によって彼らのニーズを踏まえながら，ひとつひとつ達成することでその地域が

発展していくのである。これが開発におけるパラダイムシフトと呼ばれるものであ

る。

　しかし現実問題として住民の「参加」はそれほどたやすいものではなく，開発主

体が住民であるがゆえに，成功しなかった場合のリスクを参加者が負うことになる。

それを認識している場合は参加を拒絶する住民もいる（佐藤��２００３）。また，住民の
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参加においては「住民」をひとくくりとして捉えているが，実際には権力の強弱，

富の格差，性差等々，ひとくくりには住民を捉えられない。参加型事業を実施する

と，住民すべてにおいて「参加」の機会は均一であるという前提で実施されること

が多いが，実際，そのようなことは皆無である。

　このような参加の機会の「凸凹」をできるだけ和らげながら，ひとつの事業計画

を作り上げていくのが，我が国の政府開発援助における参加型開発において主に用

いられている���をはじめとするさまざまな手法である。それは住民が，彼らの望

む姿をイメージしながら，それを達成するための方法を論理的に作り上げ，それを

実施していくという計画の策定手法である。社会基盤整備はその中のひとつに位置

づけられることが多く，それが完成・運用されることで，彼らが理想とすることで

社会が構築されるのである。つまり，計画策定から建設，運営に至るすべてのプロ

セスを住民主体で行われることで，施設に対する所有意識（オーナーシップ）が生

まれ，技術力，運営力，組織力が強化され，その一連のプロセスが完結することで

住民が理想とする社会構築の一助となるのである。ただ「参加型開発」における社

会基盤整備は，その実施主体が住民であり，その過程で能力向上を図ること，また，

開発の多様性を重視することから，従来型の大型整備ではなく，小規模灌漑や簡易

水道といった小規模施設にならざるを得ない。しかしそれは，彼らの開発状況に応

じて，彼らのスピードで必要に応じて改良・大型化していけばいいことである。

参加型開発の事業実施に向けて

　���を用いた参加型開発では，住民が主体となり彼らの理念を達成するためのひ

とつの手段として社会基盤整備を計画の中に位置づけることができるようになっ

た。また，それがどれくらい進捗しているか，その指標も���を通じてプロジェク

ト・デザイン・マトリクス（���，後述）を作成することで明確に設定することが

可能になり，それを使うことで住民自らその事業に対し，評価することができる。

しかし，���には計画を「どのように実行するか」ということが欠け落ちている。

筆者が経験したスワジランドの事例では，実施段階に入ると計画時は想定されてい

ない問題が多発する（小川��２００６）。住民が主体ある以上，その問題解決は，外部の

サポートを得ながらでも彼ら自身が行う必要がある。崇高な理念や目的を維持しつ

つ，このような課題を乗り越えることこそが，組織力の強化や運営能力の向上につ

ながる。そのためにはコミュニケーション能力や適材適所の人材配置，エンパワメ

ントといったマネジメントが必要となる（チャンバース��１９９５）。そのような要素は

「プロジェクトマネジメント」と呼ばれる手法の中において必要な知識体系のひと

つに位置づけられている。次章では，このプロジェクトマネジメントが参加型開発

に適応できるか否かを検証する。�

��小川：小規模社会基盤整備における住民参加型プロジェクト



プロジェクト・マネジメントと開発援助

PCMとプロジェクト・マネジメント

　プロジェクト・マネジメントは１９４０年代，時間，費用，資源，品質などの目標を

明確にし，達成するための方法として米国の軍事，宇宙開発分野において国防省中

心として研究され（小原��２００３），１９５０年代にはそれが体系化された（経済産業省�

２００４）。１９６９年には�������	
���
�����	���������（���）が設立され，そのプロセスの

標準化，システム化が行われた。１９８７年にはそれらを「��������	
�	����

���	�

����������	
��
	��	���������（�����）」と呼ばれる体系としてまとめられて手

順化されている。このプロジェクト・マネジメントの特徴は，プロジェクトを実施

する際に必要な知識を，適応分野や業界を超えて共通の概念や用語を設定すること

で，エンジニアリングや建設分野のみならず，��，金融，行政といったさまざまな

分野に応用できる点にある。この�����のプロジェクト・マネジメントはシュ

ハートが定義しデミングにより改定された「計画」「実施」「確認」「処置」をベー

スに，立ち上げプロセスから終結プロセスに至るまでの過程をプロジェクトの展開

を時系列で整理するともに，プロジェクトの展開に必要な知識を９分野（������３）

と定め，それぞれのプロセスにおいて必要な項目を明示し，その実施方法を明記し

ている（小原　２００３）。

PCMとPMBOKの関連性

　���は１９６０年代に米国国際開発庁（�����）が開発したロジカルフレームワーク

がベースとなっている。１９８０年代にはドイツ技術協力公社がこれに「参加型」の概

念を取り入れた手法，����を開発し，１９９０年代には我が国が計画・実施・評価の一

連のプロジェクト・サイクルをロジェクト・デザイン・マトリクス（���）を用い

て運営管理する方法として���を開発した（国際開発高等教育機構��１９９９）。���の

特徴としては，「一貫性」「理論性」「参加型」の３つが挙げられる。一貫性に関し

ては一連のプロジェクト・サイクルにおいて同じ���が利用されるため，論理性に

ついては問題分析・目的分析（後述）において，「原因－結果」「手段－目的」の因

果関係で分析されるため，参加型についてはさまざまなステークホルダーが参加す

るワークショップにおいてプロジェクトの運営がされるため，という理由からこれ

らの特徴が挙げられている。���の主なステップは，分析段階，計画段階，モニタ

リング段階，評価段階の４つに分けられる。分析段階では，「関係者分析」「問題分

析」「目的分析」「プロジェクトの選択」までを行う。あるひとつの課題に対し，誰

が関与し，問題は何か，問題が解決されるとどうなるのか，その方法は何か，とい

う分析を行いつつ（�����１），プロジェクト案を作り出し，選択するのである（���．�

２）。計画段階では，「プロジェクト目標」「成果」「活動」「投入」「リスク」などの

情報を���にまとめ，それをもとに活動計画を作り上げる（�����３）。モニタリング

では，プロジェクトの実施途中で情報収集を行い，活動が適切に行われているか，

進捗情況はどうか等，���を基に検証を行い，必要に応じて軌道修正を行う。評価

�� �������	
���
����
������������������������



では，プロジェクトを実施したことでどのようなインパクトがもたらされたか，

���の計画目標値と比較して評価を行う。

　この一連のプロセスは，計画策定とモニタリング・評価であり，実施については，

その進捗状況を���の指標を用いて「モニタリング」することのみである。���を

������（����������	�
����

�
�），������（����������	
	��
��
����）というように

分けることができるのもこの理由からである。そこで，大迫・三好等はプロジェク

トの実施段階のマネジメントに主軸のおいた�����を������と���－��の間の
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　　　　�������目的分析・プロジェクトの選択の例�
　　　　　　　（サークル内が選定したプロジェクト）（出所：大迫����に筆者加筆）
　　　　　　　（�������	
���
��������������
���������������	�
����	��
）

　　　　　　　　　　　　　�������問題分析の例��（出所：大迫����）
　　　　　　　　　　　　　　　　（�������	
���
�����
������
����）



「実施段階」に適応できるとして�����（���������	）を開発し，������と����

��に位置づけ，プロジェクト・ライフ・サイクル全般がスムーズ実施できるように

試みている（大迫ほか��２００４）。

　�����においては，�����の概念を積極的に取り入れ，���を�����の「プロ

ジェクト・スコープ・マネジメント」の成果物とすることからスタートしている。

そして，������４にある手順に沿ってプロジェクトを実施するとしている。

 

�� �������	
���
����
������������������������

�������目的分析から���へ�　（出所：大迫����）
（�������	
��
�������	������
������������）

������３．�����によるプロセス群と知識エリアによるプロジェクト・マネジメントのプロセスの
分類表示�　（出所：���������

　　　　（��������	
������
�
��������������������������	
���
��）



実施段階における「参加型」の課題

　���と�����をうまくつなぎ合わせた�����は���の弱点であった「実施段階」

を補完するものとして位置づけられた。しかし�����では「参加型」については言

及していない。これは，「開発行為が参加型になるかどうかはツールが決定するも

ではなく，ツールを用いる人間の姿勢や考え方によるものであるという見解を取っ

ているため」というスタンスで開発されたためである。更に������は必ずワーク

ショップ型で行う必要が無く，ワークショップ型で行われたとしても「参加型」に

あるというものでないとしている（大迫ほか�２００４）。これは，参加型ツールを使う
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成　果　物マ ネ ジ メ ン ト 内 容

ログフレーム
１．プロジェクト・スコープを確定する
　・プロジェクト・スコープを確定する。立案������

���

２．プロジェクト・プロファイリング
　・プロジェクト計画の全容を理解する。
　・成果と活動を時系列で整理する。

計

画

・

実

行

・

モ

ニ

タ

リ

ン

グ

・

変

更

�����

���
３．ワーク・ブレークダウン・ストラクチャ（���）
　・成果と活動を分解する。

スケジュール表

４．スケジューリング
　・分割された活動の依存関係を調べる。
　・各活動の所要時間を見積もる。
　・クリティカル・パスをみつける。
　・スケジュールを作る。

活動計画表
コスト・ベースライン

５．リソース・アサイメント
　・必要な投入（資源）をリストアップする。
　・資源の負荷をならす。
　・資源の投入計画を立てる。
　・コストを見積もる。

プロジェクト組織図
責任分担マトリックス
職務記述書

６．実施体制づくり
　・プロジェクトの実施体制を確立する。
　・責任分担を決める。
　・チームメンバーの職部分担を決める。

リスク・マトリックス
予防対策・発生時対策
リスク対応計画書

７．リスク・マネジメント
　・リスクを予測・分析する。
　・対策を準備する。
　・リスクに備える。

モニタリング・システム
８．モニタリング＆コミュニケーション・マネジメント
　・進捗状況をモニタリングする。
　・モニタリング情報を伝達・共有する。

品質管理計画書
９．品質マネジメント
　・成果物の品質を管理する。

��．プロジェクトチーム・マネジメント
　・プロジェクトチームの業務遂行能力を向上させる。

調達管理計画書
��．調達マネジメント
　・外部からの調達を管理する。

変更管理システム
��．変更マネジメント
　・計画変更を管理する。

プロジェクト報告書
��．終結マネジメント
　・プロジェクトを終結させる。

終
結

����４�������の流れ�（出所：大迫ほか������
　　　（���������	�
��
����������������
�������������	�（�����））



こと自体は参加型の理念（住民のオーナーシップや自主性，主体性等）の有無その

ものとは関係が無い（野田��２００３）とする意見と合致するものであるが，これは，

ツールを使う側からの視点であって，少なくともツールを開発する側がその理念を

最初から放棄するのは議論の余地がある。少なくとも������や������はこれま

でのトップダウン型のアプローチの反省を踏まえた上で参加型の理念をどうすれば

計画やモニタリング・評価に取り入れられるかということを最大の課題として開発

されてきたはずである。実施段階においても，住民の能力開発，自主性，主体性等

がどのようにすればプロジェクトを通じて行われるかを最大の課題として開発すべ

きではないだろうか。

　現在，�����が取り入れた�����は改定され，第３版が２００４年に出版されている。

この改定により全体で７プロセスが追加され，１３プロセスがその名称を変更し，２

プロセスが削除された。その結果，全体で５プロセスが増加したが，その内，人的

資源マネジメントの「プロジェクトチームのマネジメント」，コミュニケーション

マネジメントの「ステークホルダーマネジメント」の２プロセスが，「人」に関す

る項目だった。これは，プロジェクト・マネジメントが「人」のマネジメントの重

要性に傾きつつあることを示しているのではないだろうか。しかしながらこれでは

「人間中心の開発」の理念が達成できるほど十分とはいえない。実施段階では，プ

ロジェクトをいかに効率的に進めるかという�����の視点を踏まえた上で，参加

の理念を念頭に置いた視点やプロセスが必要となるのである。その際，重要になる

のが「人」をマネジメントすることで必要なアウトプットが生まれることを目的と

する�����の「人的資源マネジメント」である。ターゲットとするものは，組織

やそのプロジェクトに携わる個人一人一人，彼らの技術力，人間関係，政治関係等々

である。これらは，人々のネットワークや信頼規範の上，すなわち，ソーシャル・

キャピタルの上に成立しているもので，プロジェクト・マネジメントには欠かせな

い項目である。次章では，その「ソーシャル・キャピタル」に焦点を当て，これを

どのようにプロジェクト・マネジメントに応用していくかについて議論する。

開発援助プロジェクトとソーシャル・キャピタル

プロジェクト実施段階におけるソーシャル・キャピタル

　従来型の社会基盤整備が目的である事業は，それそのものを建設することが目的

であった。そのようなプロジェクトは住民に雇用機会を提供するが，その多くの作

業は機械的な作業である。この場合，住民とドナーは契約関係が生じ，指示どおり

に作業することで報酬は賃金として支払われる。しかし，地域が抱える問題の解決

には，人間のイニシアチブ，創造性，発明力が必要である。様々な人間が参加・関

与しながら交流し，協働することが要求される。そこには労働と能力開発の区別が

なく，素直に服従するだけの労働のみでは不十分である（�������１９９８）。「参加型」

を標榜するプロジェクトは少なくともこのような視点で実施されているはずであ

る。よって能力開発を主眼に置いた参加型でインフラストラクチャー整備を行うと
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住民は無償でプロジェクトに携わることになる。「参加」することでメンテナンス

技術や組織運営方法などの能力を住民が身につけ，整備した設備が持続的に運用で

きるようにすることで地域の問題を自主的に解決することを目的としているためで

ある。そしてそのような能力の蓄積こそが地域社会が抱える問題解決の源泉となる。

　金銭的な「報酬」が関与させずに住民を参加させるには，個人主義的・原子論的

な組織論（契約や給与・業績評価等々の関係で人々を集団の行為に組み入れる理論）

以外の方法が必要である。それは個々の人間と雇用者の「正統的」な関係が明示さ

れていない中でプロジェクトを実施するためである。この場合，目に見えない要素，

例えば参加意識や帰属意識，人に評価されたときの満足感や，逆の場合の失望感と

いうような要素に着目する必要がある。これらは，住民間，またはドナー，その他

のステークホルダーとの間においてネットワークや規範，社会的信頼といったもの

の基盤の上に成り立つもので，これらを含め「ソーシャル・キャピタル」と呼んで

いるものである。また，ロバート・パットナムはソーシャル・キャピタルがある取

り組みで協力関係が成功するとそれによって人脈と信頼が構築され，蓄積されてい

くとしている（��������１９９３）。

　実際，参加型を標榜するプロジェクトは計画立案時にそれに携わる理由や目的を

住民自らが議論し，参加の必要性を認識した上で実施されるのだが，いざ実施とな

ると，様々な問題が発生する。例えば，「本当はそんなことはしたくなかった」，「誰々

は仕事をまじめになっていない」，「今日は病気だ」，「誰々の指示には従いたくない」

というような不満が噴出することがある。このような状態になると作業は円滑に進

まなくなる。住民の参加意識の低下の理由を明らかにすればその問題を解決するこ

とが可能なのだが，その理由は隣人との不仲といった身近な人間関係に起因するも

のや，集落間の意思疎通の欠如，援助をする側の文化面の不理解，考え方の相違い，

情報の不伝達，ねたみ等々である。参加を促すため，隣人との不仲を仲介しようと

すると，その原因はその親の世代の土地の境界線の問題が発端であったり，集落間

の意思疎通の原因は酋長間の確執であったりと，ドナーとしてどこまで踏み込んで

いい問題か迷う場合も多く存在する。一方，住民に認められたリーダーがプロジェ

クトに対し理解が深く，そのリーダーが絶対的な信頼を得ている場合などは住民の

間で情報の伝達がスムーズに行われ，プロジェクトが円滑に実施されることもある

（小川　２００６）。このような住民間の「理解」や「協力」は決して普遍的に検証でき

るものではないが，人々の間の信頼感やつながりがプロジェクトの進捗に大きな影

響となっているのが理解できる。これはプロジェクトの成否を握るひとつの要素が

「ソーシャル・キャピタル」であることは間違いないことを示すのではないだろう

か。

ソーシャル・キャピタル理論の系譜

　１９１６年，ハニファンが学校教育のパフォーマンスを決定する要素は，善意，仲間

意識，相互の共感，社会的交流とし，農村社会におけるソーシャル・キャピタルの

重要性を説いた。都市社会においては，１９６１年，ジェイコブスが都市の再開発によっ
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て失われるソーシャル・キャピタルに着目し，近代都市における隣人関係の重要性

を示した（�������１９６１，内閣府��２００３）。その後，ラウリーが１９７７年に所得の不平等

をもたらす原因を説明する際にソーシャル・キャピタルを引用している（������

１９７７，内閣府�２００３）。その後，ブルデューは，血縁や家族，コネクションといった

人的ネットワークといったソーシャル・キャピタルが希少資源の配分の際の決定権

に重要な影響を与えることに注目した（����������１９８６，石原�２００２）。また，コー

ルマンはソーシャル・キャピタルは個人に属するものとし，個人が合理的に協調行

動を起こさせるメカニズムをソーシャル・キャピタルを用いて説明した（��������

１９８８）。パットナムは１９９３年に発表した�������	
��
��
������において南北イタリ

アの経済発展の差を地方政府の制度パフォーマンスの格差に見出し，ソーシャル・

キャピタルが蓄積された社会では人々の自発的な協調行動が起こりやすくなり，そ

れが経済発展の基盤になるとした（パットナム��２００１）。

　その頃，世界銀行は途上国開発において同じ資源や資金が投入されても，そのパ

フォーマンスの差が生じるのはなぜか，という課題を抱えていた。そこでソーシャ

ル・キャピタルに注目し，１９９６年，ソーシャル・キャピタル・イニシアチブ（以下

���）を立ち上げた。���ではこれまでの流れを整理するとともに，旧ソ連の衰退理

由やアルゼンチンの経済崩壊についてソーシャル・キャピタルを用いて説明してい

る（コーエン・ブルサック��２００３）。このような流れを受け，世界銀行は「人々の交

流を導き，社会的発展に寄与する，制度，関連性，態度そして価値」と定義したの

だが，グロウタートとバステラーはこのような定義では，既存の天然資源，社会資

本，人的資本のどのカテゴリーにもあてははまらないすべての財を含む包括的カテ

ゴリーとしてしまう恐れがあると警告している（�������������������������２００１，石

原��２００２）。

　このような定義のあいまいさから，ソーシャル・キャピタルを分類化しようとす

る試みがなされている。クリシュナとアップホフは制度的ソーシャル・キャピタル

と認知的ソーシャル・キャピタルに分け，前者を組織での役割やルール，手続きと

いった社会的組織や制度に関連した項目として位置づけ，後者を規範，価値観，信

条など個人の心理的な変化のプロセスや態度に直接的に影響を与えるものとした。

また，これらふたつの共通要素として相互協調行動への期待があるとしている

（��������２０００，石原��２００２）。グロウタートとバステラーは更にこれらをミクロと

マクロに分け４分類に整理している（��������������������������２００１）。またナラ

ヤンはソーシャル・キャピタルが影響を及ぼす範囲の視点から，コミュニティの内

部に影響を及ぼすものを「内部結束型」，コミュニティの外部，例えば，他の集団

との連携を強めるものを「橋渡し型」として分類した（���������１９９９）。内部結束

型ソーシャル・キャピタルは情報の共有や取引費用の低下等をもたらし，協調行動

のインセンティブとなる。橋渡し型ソーシャル・キャピタルは政府や市場，他の組

織・集団といった外部の情報や機会に対するアクセスを増加させ，グループの交渉

能力を向上させるメリットをもたらす（佐藤・足立��２００２）。我が国では，����が内

部結束型，橋渡し型のソーシャル・キャピタルにそれぞれアプローチし，シナジー
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の構築を図ろうとしている。また，制度的ソーシャル・キャピタルは構造の数量化

により，認知的ソーシャル・キャピタルは意識調査に基づいて定量的に計量し，そ

の数値を基に重点地域を考慮しようとしている（加治・青木��２００２）。

ソーシャル・キャピタルとPMBOKの理論的接合

　これまでのソーシャル・キャピタルの研究はあまりにも定義が広すぎるという指

摘もあり，それの定義を明確にしようとする試みや，その分類方法の研究，またそ

の計測方法等が多く検証されている。このように議論は様々な方向に展開しており，

扱っているソーシャル・キャピタルも制度からネットワーク，規範，価値観に至る

まで様々である。これまでの議論がどのような展開であれ，ある集団においてプロ

ジェクトを実施する際は，そこに人と人のつながりが存在し，それがプロジェクト

の進展に深くかかわっていることを否定するものはない。よって，本稿では，何が

ソーシャル・キャピタルであるかを厳密に定義せず，次の要件を満たすものをプロ

ジェクト実施の際のソーシャル・キャピタルとして扱う。

�関係する集団・組織に存在する信頼，相互理解，共通の価値観，行動

�ひとつの目標に向かって協調を可能にする相互作用

　�����におけるソーシャル・キャピタルに関連する項目は，「プロジェクト人的

資源マネジメント」と「プロジェクト・コミュニケーション・マネジメント」であ

る。このふたつをソーシャル・キャピタルの視点から検証する。

　プロジェクト人的資源マネジメントでは，主に内部結束型のソーシャル・キャピ

タルに焦点を当てたもので，人的資源計画，プロジェクトチームの編成，プロジェ

クトチームの育成，プロジェクトチームのマネジメントの４プロセスから構成されて

いる。ここでまず配慮すべき点は，プロジェクトチームの編成である。通常，プロ

ジェクトチームは，それよりも大きな組織の一部として機能する。また，そのプロ

ジェクトチームのパフォーマンスは，それよりも大きな組織のマネジメントシステ

ムや文化といった既存のシステムに大きく左右される。参加型のプロジェクトの場

合，それが実施されるコミュニティの中で機能するので，プロジェクトチームはそ

のコミュニティの組織との整合性が重要となる。また，そのチームのパフォーマン

スを向上させる場合は，まず，既存コミュニティのマネジメントシステムの検証が

必要である。特にコミュニティ内部における価値観や信条，意思決定の方針と手順，

権限関係，労働倫理と労働時間といったものは，伝統的に築き上げられてきたもの

で，これを最大限プロジェクトチームに反映させるべきである。

　また，プロジェクトの成功には役割の権限，責任，境界等を明確にする必要があ

ることから（����２００４），参加する住民をひとくくりに「住民の役割」とするので

はなく，ひとりひとりに役割の明確化をする必要があるだろう。役割分担を明確に

することで，それぞれの作業内容，さらにはそこに必要な技術や能力が明確にする

ことができる。すると，各個人の目標を立てやすくなり，その目標を達成すること

がその人の能力開発，さらには地域問題の解決へとの筋道が明示されることになる。

これは，参加意識の向上にもつながるのではないだろうか。
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　プロジェクト・コミュニケーション・マネジメントは，コミュニケーション計画，

情報配布，実績報告，ステークホルダーマネジメントの４プロセスから構成されて

おり，情報の生成，収集，配布，補完，検索，廃棄を適切かつ確実に行うためのも

のである。ここでは内部結束型，橋渡し型の両ソーシャル・キャピタルをターゲッ

トとしている。�����では，コミュニケーションの基本モデルとして①コード化

（考えを言語に置き換えること），②メッセージ（伝えること），③媒体（紙や言葉

等），④ノイズ（誤解や不正確），⑤解読（伝わった情報の理解）の５つで構成して

いるとしている（����２００４）。そこで，参加型事業においては，まずコミュニティ

内でどのように情報が伝達されているかを内部結束型ソーシャル・キャピタルの視

点から検証した上で，このコミュニケーションモデルを構築し，適切な言語や媒体

の選択，また，ノイズの低減方法を行うべきであろう。同様にステークホルダーマ

ネジメントでは橋渡し型ソーシャル・キャピタルに着目すべきである。

　よって，ソーシャル・キャピタルに着目してプロジェクトを実施していくには，

�コミュニティにおける内部結束型ソーシャル・キャピタルを特定する。

�関係する外部組織との間に存在する橋渡し型ソーシャル・キャピタルを特定する。

�特定したソーシャル・キャピタルを活用し，�����のプロセスに当てはめる。

その際，ソーシャル・キャピタルの認知的・制度的な視点での分類分けが有効で

ある。

�内部結束力を高めるため，「住民」というカテゴリーで役割を決めるのではなく，

一人一人の役割を明確にし，各個人の能力強化を達成することで，コミュニティ

全体の利益につながることを明確に示すこと

この４点が重要であると考える。

お わ り に

　ドナーが現場でプロジェクトを展開する際，往々にしてそのドナーの価値観や文

化をそのプロジェクトに適応しようとしてしまう。本稿ではそのような状況に対し，

プロジェクト・マネジメントの重要項目として，現場のソーシャル・キャピタルを

重要視することの有用性を示した。しかし，コーエン・プルサックが指摘するよう

に，ソーシャル・キャピタルの「強い絆」は必ずしもポジティブなものばかりでは

ない。人々が効果的に協力し合ってプロジェクトを展開する際には綿密な人脈は役

に立つが，それは同時に，特定の人種やグループのみで活動し，有能な人材の排除

や誤った価値観のものでプロジェクトを展開する懸念が生じることになる。本稿で

はこのようなネガティブなソーシャル・キャピタルを概念外に置いたが，現実問題

として，このような課題があるのは事実である。プロジェクト・マネジメントにお

いて，ネガティブなソーシャル・キャピタルをどのように扱うかについては，今後

の研究課題としたい。さらに，成熟した市民社会を対象にして議論されてきたソー

シャル・キャピタルを，途上国の伝統的な社会構造にどのように適応するかについ

ても併せて研究を進めていく。
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